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「成人ぜん息患者医療費助成条例」及び「小児ぜん息患者医療費支給条例」廃止答申に抗議する 
 
１、川崎市地域医療審議会は、福田市長から「アレルギー疾患対策の方向性について（諮問）」（令

和４（２０２２）年５月６日）に対する答申を１１月２４日に市長に答申をした。 
 同答申は、標記２条例を「廃止」することを主要な内容とするものであった。 
 川崎公害病患者と家族の会（＝以下家族の会）は標記２条例の廃止に強く反対し、抗議する。 
「成人ぜん息患者医療費助成条例」によって認定されている患者は、８，８６２人（２０２２年９

月現在。「令和４年１１月号 川崎市公害健康被害補償事業の実施状況（月報）」より）であり、

また「小児ぜん息患者医療費支給条例」では３，４３６人（同「月報」より）である。 
 ２条例が廃止されれば、上記の患者は医療を受ける機会が著しく制限されるか、場合によっては

医療機会が奪われる危険性がある。 
「成人ぜん息患者医療費助成条例」は、月報によれば新たに申請し、認定される患者が毎月約５０

人、年間で６００人を超える新規認定患者が発生している。答申は、今後も発生するぜん息患者の

治療権や健康権を根こそぎ奪い、その結果、生存権をも脅かすものであり、絶対に容認できない。 
 「喘息予防・管理ガイドライン２０１５」（＝以下ガイドライン）では、「（喘息）治療の目標

を、理想的には無症状を完全なコントロール状態として位置付けて、現在の症状や薬の副作用がな

く健常人と同様の日常生活を送れること、そして将来にわたり呼吸機能を維持して増悪や喘息死を

回避することを中心」とする。喘息治療は、日常的に医師が管理し、症状の増悪や喘息死を回避す

ることが重要であることが指摘されている。川崎市が実施している「成人ぜん息患者医療費助成条

例」及び「小児ぜん息患者医療費支給条例」は、患者にとって日常的に医師の管理を物理的に保障

する役割を果たしている。 
 同審議会の臨時委員の園部まりこ氏は、「喘息が命にかかわることはほとんどなくなってきた」

と発言したと報じられている。しかし近年ガイドラインに基づく治療が普及し、喘息死が減少して

いると言われるのは、受診機会が保障され医師の管理が行き届いた場合のことで、同制度の廃止に

より受診機会が奪われれば、それにより喘息死に直結することとなるのは間違いない。 
 同制度は、患者の症状悪化を防ぎ、喘息死を回避するという大変重要な役割を果たしているので

あり、答申で廃止が提案されているが断固反対する。 
  
２、答申では、標記２条例について「妥当性や他の慢性疾患患者支援との公平性の観点から見直す

必要がある」「この際、医療費助成制度は取りやめ」としているが、喘息という病気の特殊性を一

顧だにすることなく、標記２条例の廃止を前提にしたものと批判せざるを得ない。厚生労働省は、



喘息発作による死亡が深刻となる状況の中で「喘息死ゼロ作戦」に取り組み、特別の対策を講じて

いる。ガイドラインが治療目標として「症状の増悪や喘息死を回避することが重要」と指摘し、厚

生労働省も「喘息死ゼロ作戦」を講じ対策を講じするほど、喘息は死と直結する大変恐ろしい病な

のである。答申の議論に参加した委員の中には「喘息で死ぬことはない」と豪語する方もいるが、

まったく喘息に関する知識を有していないと批判せざるを得ない。 
東京新聞（２０２２年１１月２５日付け）は、喘息患者の切実な声を載せている、「命の問題に

直結する。心配だし、制度の廃止には反対」、制度がなくなれば「我慢してしまい、治療費を抑え

る人が増えると思う」アレルギー疾患との公平性を強調し「一般化させて補償を薄めないでほしい。

ひとつひとつの病気に向き合う市政であってほしい」と制度の維持を切望する声をあげている。答

申は「安易に高価な薬が過剰に使われてしまうリスクがある」ことを指摘している。しかし、現に

『過剰に使われて』いるケースがあることの根拠は、なにひとつ示されていない。また、「高価な

薬」による効果についてはなにも触れられていない。この理由づけは、標記２条例を廃止すること

を目的に無理やりにこじつけたようにも受け取れる表現である。 
 答申では、独立行政法人環境再生保全機構や環境省の調査結果と称し「気管支ぜん息の有症率や

有病率を調べても川崎市が全国に比べて決して高い訳ではない。気管支ぜん息に特化して助成すべ

きエビデンスはない」としているが、何ら客観的な根拠は示されていない。ことほど左様に答申は、

具体的な事実を示すことなく、条例を廃止すべきという結論だけを導き出している。 
 また答申は、「成人ぜん息患者医療費助成条例」及び「小児ぜん息患者医療費支給条例」の双方

の廃止を打ち出している。しかし「小児ぜん息条例」は答申がテーマとしている「アレルギー疾患

対策」とは無縁の制度であり、１９７２（昭和４７）年に当時の大気汚染公害対策の一環としてス

タートし、一貫して実施されてきたものであり、これをみても標記２条例をなりふり構わず廃止し

ようとする川崎市の姿勢が顕著に現れている。 
 
３、答申は「大気汚染が改善した日本の状況において、四日市ぜん息などという大気汚染のひどい

状況の時代は終わった」と述べ、制度廃止の理由として挙げている。それでは川崎の現状について

はどう分析しているのであろうか。答申では、一言も触れられていない。「日本の状況」や「四日

市ぜん息などという大気汚染のひどい状況の時代は終わった」ことが、なぜ、川崎市の制度廃止の

説明になるのであろうか。 
 前述したように川崎市内では、毎月約５０人にのぼるぜん息患者が受け、１年間では約６００人

のぜん息患者が発生をしている。 
福田市長は、制度の廃止を検討する前に、市民の命と健康を守る立場で毎月５０人が増える状況、

特に緑豊かな麻生区や宮前区、多摩区で増加傾向にある事実を直視し、その原因を明らかにするこ

と、その上で原因を取り除くための抜本的、かつ有効な対策を講じることが求められている。しか

し、原因究明を一切おこなわず、対策も立てることなくぜん息患者を切り捨てることは言語道断で

血も涙もない非人道的な行為である。 
大気汚染の状況はどうなのか。昨年ＷＨＯは、ＮＯ２、ＰＭ２．５の人体への影響についての新

たな指針値を公表した。新たな指針値に比べて、川崎市内の状況はどうなっているのだろうか。 



ＮＯ２は、一般測定局も自動車排出ガス測定局も達成しているところは一カ所もない。 
また，ＰＭ２．５も同様である。さらに、毎月約５０人のぜん息患者が発生していることを踏ま

えるならば、大気汚染の状況が依然として、深刻な状況にあることが容易に推察される。 
また仮に多少なりとも大気汚染が改善しているとしても、それによっていったん喘息を発症した

患者の症状が改善することがないのは、川崎市も認めるところであろう。にもかかわらず、こうし

た既存患者への救済を打ち切ることは、断固許されない。 
 
４、今回の制度廃止は、福田市長のぜん息患者、公害病患者と家族の会等への敵視の姿勢がむき出

しにされていることも大きな特徴である。患者会から再三にわたる直接交渉の申し入れに対し、福

田市長は「会う予定はない」と何ら理由を示さず、交渉を拒否し続けている。このとは、被害者の

切実な声や要望を聞く必要がないとする傲慢な姿勢の現れである。今回の件のように重要な判断を

下すときに、被害者の声を無視することは許される行為ではない。行政改革を推し進めるには被害

者や住民の声は不要で、かつ邪魔なもとする福田市長の住民無視、住民敵視の市政運営のあらわれ

である。私たちは、福田市長の強引な市政運営に対し、民主主義の危機すら感じざるを得ない。 
 私たちは、標記の２条例の果たしてきた、また果たしている役割を再認識し、喘息患者と被害者

を切り捨てることなく、今後も制度を存続し、更に充実させることを強く願っている。 
福田市長は制度廃止を直ちに断念すべきである。 


